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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期累計期間における世界経済は、全体成長率が弱い状況が続いています。欧州経済の金融リスクも

依然解消していません。中国経済が新常態へ構造転換を進める中、中国に依存していた新興国は大きな影響を受

けています。アメリカ経済も全体的には改善が見られますが、部分的には脆弱性が残り、思い切った金融引き締

めを実施できない状況です。国内経済は政府による金融財政面での支援にもかかわらず、業績向上に繋げること

のできた企業は一部に限られたため、全体の生産性上昇は弱いものとなってしまいました。実質賃金の伸びもま

だら模様となったため、消費税増税による消費の冷え込みを打ち消すことができるかどうかは、いまだ不透明で

す。このままでは財政再建の道筋が見えず、異次元的金融財政支援の負の部分が顕在化する恐れもあります。

このような状況下においても、当社はマクロ経済の動きに一喜一憂することなく、全社的構造改革の推進と、

環境変化への対応に努めております。

なお、第１四半期会計期間から、当社は単一の報告セグメントに変更しております。そのため、下記では報告

セグメントの記載をせず、事業部門別に区分した記載としております。

 

①賃貸不動産部門

当社の商業用地再開発事業（小牧市堀の内、名古屋市中区丸の内、大垣市寺内町）においては、賃料収入が

引き続き安定的に推移しております。賃貸マンション事業においては、消費税増税により持ち家購入を急ぐ入

居者が増加したため、若干入居率が低下しました（92.2％）が、自社集客力をさらに強化したことにより通期

では改善する見込みです。また高い競争力を維持するための大規模修繕投資（みそのマンション天塚）を行い

ました。

この結果、売上高337百万円（前年同四半期比5.6％増）、売上総利益239百万円（同7.3％増）となりまし

た。

②自転車部門

業態変更による経費の削減は完了し、利益の確保のために高付加価値商品（電動アシスト自転車）の販売に

注力しましたが、仕入れの拡充が十分でなかったため、売り損じを発生させてしまいました。

この結果、売上高は11百万円（前年同期比31.1％増）、売上総利益は０百万円（962千円）（同41.9％減）

となりました。

以上の結果、全体では、売上高348百万円（前年同四半期比6.2％増）、営業利益111百万円（同41.1％

増）、経常利益125百万円（同37.8％増）、四半期純利益82百万円（同16.9％増）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

（流動資産）

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は、839百万円（前事業年度末は843百万円）となり、４百万

円減少いたしました。この主な要因は、その他（主に未収入金）が減少（６百万円から２百万円へ４百万円の減

少）したこと等によるものであります。

（固定資産）

当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は、2,856百万円（前事業年度末は2,354百万円）となり502

百万円増加いたしました。この主な要因は、株式の時価の上昇により投資有価証券が増加（1,062百万円から

1,555百万円へ492百万円の増加）したこと等によるものであります。
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（流動負債）

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は、93百万円（前事業年度末は109百万円）となり、15百万

円減少いたしました。この主な要因は、未払法人税等が減少（29百万円から14百万円へ14百万円の減少）したこ

と等によるものであります。

（固定負債）

当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は、1,038百万円（前事業年度末は915百万円）となり、123

百万円増加いたしました。この主な要因は、繰延税金負債が増加（369百万円から490百万円へ121百万円の増

加）したこと等によるものであります。

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、2,563百万円（前事業年度末は2,174百万円）となり、389

百万円増加いたしました。この主な要因は、自己株式の増加（405百万円から415百万円へ10百万円の増加）があ

ったものの、投資有価証券の時価の上昇に伴うその他有価証券評価差額金の増加（606百万円から971百万円へ

365百万円の増加）及び利益剰余金の増加（1,527百万円から1,562百万円へ34百万円の増加）があったことによ

るものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成27年６月期の業績予想につきましては、平成26年８月11日の「平成26年６月期 決算短信」で公表いたし

ました通期の業績予想の数値から変更はございません。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

該当事項はありません。

 

 

 （３）追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。

 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.5％から平成27年７月

１日に開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については33.0％に、平成28年７月１日に開始す

る事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。

 この税率の変更により、流動資産の繰延税金資産（純額）が80千円、固定負債の繰延税金負債（純額）が

50,272千円それぞれ減少し、法人税等調整額（貸方）が2,752千円、その他有価証券評価差額金（貸方）が47,440

千円それぞれ増加しております。
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３．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年６月30日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 834,877 834,759 

売掛金 519 870 

商品 153 － 

繰延税金資産 2,079 1,647 

その他 6,279 2,123 

流動資産合計 843,909 839,400 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 588,499 587,508 

土地 674,614 674,614 

その他（純額） 21,341 26,946 

有形固定資産合計 1,284,455 1,289,069 

無形固定資産 997 649 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,062,285 1,555,216 

その他 11,308 15,914 

貸倒引当金 △4,459 △3,869 

投資その他の資産合計 1,069,134 1,567,260 

固定資産合計 2,354,587 2,856,979 

資産合計 3,198,496 3,696,379 

負債の部    

流動負債    

買掛金 433 730 

未払法人税等 29,483 14,666 

賞与引当金 379 1,349 

その他 78,832 76,936 

流動負債合計 109,129 93,682 

固定負債    

繰延税金負債 369,035 490,977 

退職給付引当金 4,487 2,312 

役員退職慰労引当金 74,818 78,732 

長期預り保証金 466,696 466,855 

固定負債合計 915,038 1,038,877 

負債合計 1,024,167 1,132,560 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年６月30日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 400,000 400,000 

資本剰余金 41,381 41,381 

利益剰余金 1,527,889 1,562,882 

自己株式 △405,018 △415,847 

株主資本合計 1,564,253 1,588,415 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 606,405 971,733 

評価・換算差額等合計 606,405 971,733 

新株予約権 3,670 3,670 

純資産合計 2,174,328 2,563,819 

負債純資産合計 3,198,496 3,696,379 
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（２）四半期損益計算書

（第３四半期累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高    

商品売上高 8,514 11,162 

不動産賃貸収入 319,799 337,655 

売上高合計 328,314 348,818 

売上原価    

商品売上原価 6,859 10,200 

不動産賃貸原価 96,445 98,096 

売上原価合計 103,304 108,297 

売上総利益 225,009 240,521 

販売費及び一般管理費 145,741 128,652 

営業利益 79,268 111,868 

営業外収益    

受取利息 127 126 

受取配当金 10,478 10,652 

貸倒引当金戻入額 90 590 

役員退職慰労引当金戻入額 120 － 

雑収入 1,127 2,156 

営業外収益合計 11,943 13,526 

営業外費用    

支払手数料 285 71 

雑損失 17 33 

営業外費用合計 303 104 

経常利益 90,908 125,290 

特別利益    

固定資産売却益 － 37 

受贈益 21,754 － 

特別利益合計 21,754 37 

特別損失    

固定資産売却損 30 － 

固定資産除却損 0 306 

リコール関連損失 － 2,700 

特別損失合計 30 3,006 

税引前四半期純利益 112,632 122,321 

法人税、住民税及び事業税 42,314 44,577 

法人税等調整額 △651 △5,224 

法人税等合計 41,662 39,352 

四半期純利益 70,970 82,968 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

  該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期累計期間（自平成25年７月１日 至平成26年３月31日）

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 合計 

  賃貸不動産 自転車 計 

売上高          

外部顧客への売上高 319,799 8,514 328,314 － 328,314 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 319,799 8,514 328,314 － 328,314 

セグメント利益 223,354 1,655 225,009 － 225,009 

(注) セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。

 

 

Ⅱ  当第３四半期累計期間（自平成26年７月１日 至平成27年3月31日）

当社は「賃貸不動産事業」及び「自転車事業」を行っております。当社の報告セグメントは「賃貸不動産事業」

のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
（報告セグメントの変更等に関する事項）

  第１四半期会計期間より、報告セグメントを従来の「賃貸不動産事業」、「自転車事業」の２区分から、「自転

車事業」について量的な重要性が乏しくなったため、「賃貸不動産事業」の１区分に変更しております。
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